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「アバナードのPower Platform技術相談会を始めとした支援により、当社内で広まっている市
民開発を技術面で補強することができ、全社的なITスキルの底上げができていると実感して
います。また、個々のアプリ開発においては、ユーザーエクスペリエンスまで踏み込んだご支
援をいただいており、システムを利用するだけだった人たちが、より良い業務アプリを自立的
に提案・開発できるようになりつつあります。社内だけではなく、トヨタグループにおいても市
民開発が広がりを見せており、デジタル人材育成におけるアバナードのご協力に感謝してい
ます」

トヨタ自動車株式会社  
デジタル変革推進室 永田 賢二氏

【背景】 【ソリューション】
コミュニティの主な活動は「技術的なノウハウ共有のための情報発
信や、相互支援によるQA対応（コミュニティ参加者が主業務外でボラ
ンティア）」です。2021年7月頃にはコミュニティ参加者は3,000人を超
え、IT技術に疎い初心者も多くなったため、一部のコミュニティ参加
者の負担になるという課題が発生していました。

こうした状況や、全社の活動として受け入れられつつあった市民開発
拡大支援のため、情シス部門とマイクロソフト テクノロジーに対す
る高い技術力を持つアバナードが、技術支援の仕組みづくりを開始
することになりました。本プロジェクトを担当したアバナードPower 
Platform CoE Leadの後藤は「現場における市民開発者の課題を技
術的に解決しスキルアップすること」「コンテンツのサンプル化や
FAQなどの標準化を推進すること」の2点が支援のポイントだと話し
ます。

社内DX推進のCoE（Center of Excellence）立ち上げ支援内容は
大きく次の4点です。1つめはメインとなる「市民開発支援教育」で
す。Microsoft Teamsによる1コマ30分の1on1形式で行う「現場の市
民開発者を支える技術相談会」が行われました。

また、2022年8月には、これまでの相談会で蓄積したナレッジを数百
人単位で共有する「技術紹介セミナー」を実施し、市民開発者のスキ
ルアップ、裾野の拡大に取り組んでいます。

2つめは、永田氏が中心となって進める市民開発の普及活動の支
援、3つめは「ガバナンス支援」です。これは、市民開発者拡大に伴い
製作されたアプリの統制などセキュリティ、ガバナンス面での仕組み
整備や、ライセンス管理などの支援です。

そして4つめが「拡張サービス」です。これは、市民開発では担いきれ
ない大規模案件など、個別に予算化して進める開発案件を支援する
ことです。こうしたアバナードの支援について、永田氏は「小規模のア
プリ開発を担う市民開発者の技術面での底上げと、市民開発で実現
できない大規模開発を担っていただけているのは、本当に心強く、あ
りがたいです」と話します。

社内デジタル トランスフォーメーション（DX）推進に必要な
「市民開発者支援」「ガバナンス支援」をサポート
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「トヨタ生産方式」などの生産管理手法や革新的な自動車製品で世界を
リードしてきたトヨタ自動車は、デジタル化を本格的に推進しています。
同社デジタル変革推進室 永田 賢二氏は「2021年3月に、豊田章男社長が
デジタル化について『この3年間で世界のトップ企業と肩を並べるレベル
まで一気にもっていきたい』という考えを示しました」と話します。

デジタル化の取り組みには、社員自らが変革の担い手になるというのも
大きなポイントの一つです。「そのためのテーマの１つが、社内の市民開
発を拡大することです」と永田氏は話します。市民開発とは、現場に精
通した業務担当者がノーコードやローコードなどのソリューションを活用
し、自立的にデジタル化を推進することで業務を変革していく取り組み
です。

世間一般にDXへの関心が高まり始めた2019年頃、「会社のデジタル化の
スピードに課題意識を持っていました」とのこと。そんな永田氏が、2020
年１月にマイクロソフト主催の大規模イベント 「Microsoft Ignite」 に
参加し「Power Platform」と出会いました。

アプリケーション開発の圧倒的なリードタイムの短さを目の当たりにし
「 それまでの常識であった、業務アプリ開発のための予算化、計画立案、
システム会社への発注、開発という年単位のリードタイムとなるプロセス
が覆され、各部署が自らアプリ開発をすることで、利用開始までのリード
タイムが劇的に短縮できると思いました」ということです。

永田氏はノーコード・ローコード開発のメリットを最大化するために、
担い手である市民開発者を社内に増やしたいと考え、まず、自分自身で
スキル習得を始めました。同時に、社内に市民開発の考え方を浸透させ
る活動を開始。タイミング良く、2020年1月よりトヨタ社内にMicrosoft 
Teamsが導入され、そこで技術コミュニティを立ち上げました。「最初は
なかなか取り組みが浸透しなかった」ものの、2020年6月に大手新聞社の
誌面にノーコード・ローコード開発の特集記事が掲載されたことをきっ
かけに、社内の関心が高まったことが転機となり、永田氏のコミュニ
ティ活動は「全社に広く認知してもらえるようになった」そうです。そ
の頃からコミュニティのメンバーが増え始め、チャットの投稿も増え、
有用な情報が集まるようになり、それによって人がさらに集まるという
ように好循環が生まれ、コミュニティのメンバーが雪だるま式に増えて
いきました。
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【成果】
アバナードが支援を開始した2021年11月から8カ月後の2022年7月末時点
で、技術相談会は1,200回以上開催され、参加者の60%以上が中級レベ
ルにスキルアップ、アクティブな市民開発者数は2,845名にまで拡大する
成果を挙げました。

アバナードとの協業を通じたメリットについて、永田氏は「技術力」を挙
げます。特に、これまでソフトウェア開発の経験がなかった市民開発者
にとって「アバナードはマイクロソフト製品に強く、高いITスキルがあるた
め、非IT技術者では難しい、データの活用方法やデータベースの構築、シス
テム間の連携まで考慮して支援していただける」点が心強いということで
す。

またこうした支援により「一部の市民開発者は、ユーザーインターフェース
（UI）、ユーザーエクスペリエンス（UX）を意識して開発に取り組めるよう
になっています」と永田氏は話します。

今後について永田氏は、所属するデジタル変革推進室の立場から「市民
開発者の技術相談会だけでなく、相談会で蓄積したナレッジを共有する
勉強会などの取り組みを通じ、それぞれのレベルにあわせた育成の取り
組みに大いに期待しています」と話しました。

トヨタ自動車株式会社
ウェブサイト：https://global.toyota
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永田氏は、市民開発の取り組みは一朝一夕で実現できるものではなく、
地道な取り組みを継続することが大事だとした上で、自らがここまで取り
組んできた「ボトムアップ」の取り組みが全社的な取り組みに発展して
いった要因について「人をどうやって巻き込むかを考えてきました」と話し
ます。

社内DXに取り組む企業に向けたメッセージとして、永田氏は「自分にと 
ってDXは、山頂というゴールを目指すというイメージよりも、変化し続ける
『波』に乗るようなイメージだと感じています」と話します。すなわち
「 山頂に到着して目標達成ではなく、常に変化する状況（波）に柔軟に
対応できる状態を作ることがDXの本質ではないかと思っています」とい
うのです。

永田氏は今後の展望について、市民開発の取り組みを「グループ企業も含
めた取り組みを始めつつあり、これから盛り上げていきたいと思っていま
す」と述べました。

そしてアバナードに対し「変革の担い手である市民開発者を育成する支援
やDX実現に向けた技術的支援に感謝をしています」と述べました。

アバナード株式会社
〒106-6009 東京都港区六本木1-6-1 
泉ガーデンタワー
電話番号：03-6234-0150

アバナードについて
アバナードは、マイクロソフトのエコシステムにおいて、革新的な
デジタル サービスおよびクラウド サービス、ビジネス ソリューシ 
ョン、デザイン主体のエクスペリエンスを届けるトップ プロバイダ 
ーです。当社の擁するプロフェッショナルなスタッフは、テクノロジ 
ー、ビジネス、業界の専門知識を組み合わせた大胆かつ新鮮な
思考を武器に、顧客とエンド ユーザー、さらには従業員との改革
と成長を推進しています。アクセンチュア マイクロソフト ビジネ
スグループの一員として、マイクロソフトのプラットフォームを活用
し、企業がエンド ユーザーとエンゲージし、従業員を力づけ、オペ
レーションを最適化し、製品の変革を支援するのが私たちの役割
です。26カ国に60,000名のプロフェッショナルなスタッフを配多備
様。性を尊重し、事業を運営するコミュニティを反映した協力的な
企業文化を通して、顧客に「ベストシンキング」を提供していま
す。アクセンチュアが筆頭株主であり、2000年にアクセンチュアと
マイクロソフトによって設立されました。詳細については 
（https://www.avanade.com/ja-jp）をご覧ください

※記載されている会社名および製品名は、一般に各社の商標または登録商標です。
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